
協議第５４号

国民健康保険事業の取扱いについて

国民健康保険事業の取扱いについて提出する。

平成１６年４月２３日提出

本荘由利一市七町合併協議会

会長 本荘市長 柳 田 弘

国民健康保険事業の取扱いについて

（１）国民健康保険税の納期については、新市において本荘市の例により統

一する。

（ ） 、 、２ 国民健康保険税の税率については ２つの区域による不均一課税とし

。 、 、急激な負担増加とならないよう配慮する ただし 不均一課税の期間は

合併後５年以内とする。

（３）国民健康保険運営協議会については、新市において新たに設置する。

（４）出産育児一時金及び葬祭費については、本荘市、矢島町、岩城町、

由利町、東由利町、西目町及び鳥海町の例により合併時に統一する。

（５）保健事業の人間ドック助成については、対象者及び助成額を合併時に

統一するよう調整を図る。

平成 年 月 日確認



本荘由利一市七町合併協議会の調整内容

（各種事務事業の取扱い）

協 定 項 目 国民健康保険事業の取扱い

◎国民健康保険税の納期
◎国民健康保険税の税率等

関 連 項 目 ◎国民健康保険運営協議会
◎出産育児一時金及び葬祭費
◎国民健康保険保健事業（人間ドック）



１．国民健康保険税の納期については、新市において本荘市の例により統一する。

２．国民健康保険税の税率については、２つの区域による不均一課税とし、急激な負担増加とならないよう配慮する。ただし、不均一課税の期間

調整内容 は、合併後５年以内とする。

３．国民健康保険運営協議会については、新市において新たに設置する。

４．出産育児一時金及び葬祭費については、本荘市、矢島町、岩城町、由利町、東由利町、西目町及び鳥海町の例により合併時に統一する。

５．保健事業の人間ドック助成については、対象者及び助成額を合併時に統一するよう調整を図る。

各 市 町 の 現 況 （平成１５年４月１日現在）
項 目 本 荘 市 矢 島 町 岩 城 町 由 利 町

◎国民健康保険 第１期 ７月１日～７月３１日 第１期 ７月１日～７月３１日 第１期 ７月１日～７月３１日 第１期 ７月１日～７月３１日

税の納期 第２期 ８月１日～８月３１日 第２期 ８月１日～８月３１日 第２期 ９月１日～９月３０日 第２期 ８月１日～８月３１日

第３期 ９月１日～９月３０日 第３期 ９月１日～９月３０日 第３期 11月１日～11月３０日 第３期 ９月１日～９月３０日

第４期 10月１日～10月３１日 第４期 10月１日～10月３１日 第４期 12月１日～12月２５日 第４期 10月１日～10月３１日

第５期 11月１日～11月３０日 第５期 11月１日～11月３０日 第５期 １月１日～１月３１日 第５期 11月１日～11月３０日

第６期 12月１日～12月２８日 第６期 12月１日～12月２５日 第６期 ２月１日～２月 末日 第６期 12月１日～12月２５日

第７期 １月１日～１月３１日 第７期 １月１日～１月３１日 第７期 １月４日～１月３１日

第８期 ２月１日～２月 末日 第８期 ２月１日～２月 末日

◎国民健康保険
税の税率等

基礎課税額 被保険者数 １６,２００人 被保険者数 ２,３３６人 被保険者数 ２,２１０人 被保険者数 ２,０９９人

課税世帯数 ８,２１０世帯 課税世帯数 １,０７１世帯 課税世帯数 １,２０８世帯 課税世帯数 ９２７世帯

所得割額 １０.００％ 所得割額 ６.５０％ 所得割額 ６.９０％ 所得割額 ６.００％

資産割額 ２０.００％ 資産割額 ２９.００％ 資産割額 ３０.００％ 資産割額 ３０.５０％

均等割額 ２５,０００円 均等割額 ２１,０００円 均等割額 １９,０００円 均等割額 ２４,０００円

平等割額 ３５,０００円 平等割額 ２７,０００円 平等割額 ３０,０００円 平等割額 ３５,５００円

１世帯当りの平均税額 １世帯当りの平均税額 １世帯当りの平均税額 １世帯当りの平均税額

１６１,７４４円 １２２,０８０円 １０６,４０８円 １４３,５４６円

介護納付金 被保険者数 ５,４０４人 被保険者数 ７２８人 被保険者数 ５８５人 被保険者数 ６６９人

課税額 課税世帯数 ４,１０３世帯 課税世帯数 ５２７世帯 課税世帯数 ５１４世帯 課税世帯数 ４８８世帯

所得割額 １.１０％ 所得割額 １.０５％ 所得割額 １.００％ 所得割額 ０.９５％

均等割額 １０,０００円 均等割額 ８,２００円 均等割額 １０,０００円 均等割額 ９,５００円

１世帯当りの平均税額 １世帯当りの平均税額 １世帯当りの平均税額 １世帯当りの平均税額

２０,７８０円 １９,３０６円 ２０,９２５円 ２１,２９４円

財政調整基金 ６７，４１７ 千円 １１０，１８３ 千円 ９５，１００ 千円 １０５，１１４ 千円



各 市 町 の 現 況 （平成１５年４月１日現在）
項 目 大 内 町 東 由 利 町 西 目 町 鳥 海 町

◎国民健康保険 第１期 ７月１日～７月３１日 第１期 ７月１日～７月３１日 第１期 ７月１日～７月３１日 第１期 ７月１日～７月３１日

税の納期 第２期 ８月１日～８月３１日 第２期 ８月１日～８月３１日 第２期 ８月１日～８月３１日 第２期 ９月１日～９月３０日

第３期 ９月１日～９月３０日 第３期 ９月１日～９月３０日 第３期 ９月１日～９月３０日 第３期 11月１日～11月３０日

第４期 10月１日～10月３１日 第４期 10月１日～10月３１日 第４期 10月１日～10月３１日 第４期 １月５日～１月３１日

第５期 11月１日～11月３０日 第５期 11月１日～11月３０日 第５期 11月１日～11月３０日

第６期 １月４日～１月３１日 第６期 12月１日～12月２５日 第６期 12月１日～12月２５日

第７期 １月１日～１月３１日 第７期 １月１日～１月３１日

◎国民健康保険
税の税率等

基礎課税額 被保険者数 ３,８７２人 被保険者数 ２,３７６人 被保険者数 ２,２８２人 被保険者数 ３,２５７人

課税世帯数 １,６８５世帯 課税世帯数 ９９５世帯 課税世帯数 １,１１０世帯 課税世帯数 １,２３０世帯

所得割額 ６.００％ 所得割額 ６.２０％ 所得割額 ５.９０％ 所得割額 ５.２０％

資産割額 ２５.００％ 資産割額 ３０.５０％ 資産割額 ２６.６０％ 資産割額 ３５.００％

均等割額 ２０,０００円 均等割額 ２２,０００円 均等割額 ２３,０００円 均等割額 ２３,５００円

平等割額 ３２,０００円 平等割額 ３０,０００円 平等割額 ３０,０００円 平等割額 ２５,５００円

１世帯当りの平均税額 １世帯当りの平均税額 １世帯当りの平均税額 １世帯当りの平均税額

１２９,７３８円 １３７,４３６円 １３０,２２４円 １３８,５３４円

介護納付金 被保険者数 １,３０６人 被保険者数 ７７２人 被保険者数 ７６８人 被保険者数 １,１３９人

課税額 課税世帯数 ９５９世帯 課税世帯数 ５４３世帯 課税世帯数 ５８５世帯 課税世帯数 ７６０世帯

所得割額 １.００％ 所得割額 ０.８０％ 所得割額 ０.９０％ 所得割額 ０.８０％

均等割額 ９,０００円 均等割額 ７,０００円 均等割額 ９,７００円 均等割額 ７,０００円

１世帯当りの平均税額 １世帯当りの平均税額 １世帯当りの平均税額 １世帯当りの平均税額

２２,７２０円 １７,５３８円 ２０,７４０円 ２３,４９９円

財政調整基金 １４９，１８７ 千円 １０２，７５０ 千円 ９６，５４９ 千円 １６４，１８６ 千円

具 体 的 な 調 整 方 法

◎国民健康保険税の納期 国民健康保険税の納期については、８期とし新市において本荘市の例により統一する。

◎国民健康保険税の税率 国民健康保険税の税率については、本荘市の区域を１区域、７町の区域を１区域とする２つの区域による不均一課税とし、急激な

負担増加とならないよう配慮する。ただし、不均一課税の期間は、合併後５年以内とする。



１．国民健康保険税の納期については、新市において本荘市の例により統一する。

２．国民健康保険税の税率については、２つの区域による不均一課税とし、急激な負担増加とならないよう配慮する。ただし、不均一課税の期間

調整内容 は、合併後５年以内とする。

３．国民健康保険運営協議会については、新市において新たに設置する。

４．出産育児一時金及び葬祭費については、本荘市、矢島町、岩城町、由利町、東由利町、西目町及び鳥海町の例により合併時に統一する。

５．保健事業の人間ドック助成については、対象者及び助成額を合併時に統一するよう調整を図る。

各 市 町 の 現 況 （平成１５年４月１日現在）

項 目 本 荘 市 矢 島 町 岩 城 町 由 利 町

◎国民健康保険 定 数 １４ 人 定 数 ９ 人 定 数 ６ 人 定 数 ９ 人

運営協議会 任 期 ２ 年 任 期 ２ 年 任 期 ２ 年 任 期 ２ 年

＜出産育児一時＞ ＜出産育児一時＞ ＜出産育児一時＞ ＜出産育児一時＞

支給額 ３００,０００円 支給額 ３００,０００円 支給額 ３００,０００円 支給額 ３００,０００円

◎出産育児一時

金及び葬祭費

＜葬 祭 費＞ ＜葬 祭 費＞ ＜葬 祭 費＞ ＜葬 祭 費＞

支給額 ５０,０００円 支給額 ５０,０００円 支給額 ５０,０００円 支給額 ５０,０００円

◎国民健康保険 一般ドック 一般ドック 一般ドック 一般ドック

保健事業 ・対象者 40歳～69歳の加入者 ・対象者 20歳以上の加入者 ・対象者 30歳以上の加入者 ・対象者 30歳以上の加入者

（人間ドック） ・助成額 10,000円 ・助成額 10,000円 ・助成額 自己負担が男8,500円～ ・助成額 30歳～69歳 10,000円

（脳ドックにも対応） 9,500円、女9,000円～ 70歳以上 2,000円

10,000円となるように 節目(40歳･50歳･60歳)

助成。(節目は2,000円) 5,000円

（ ）脳ドック・一泊ドックにも対応



各 市 町 の 現 況 （平成１５年４月１日現在）

項 目 大 内 町 東 由 利 町 西 目 町 鳥 海 町

◎国民健康保険 定 数 １２ 人 定 数 １２ 人 定 数 ９ 人 定 数 ９ 人

運営協議会 任 期 ２ 年 任 期 ２ 年 任 期 ２ 年 任 期 ２ 年

＜出産育児一時＞ ＜出産育児一時＞ ＜出産育児一時＞ ＜出産育児一時＞

支給額 ３００,０００円 支給額 ３００,０００円 支給額 ３００,０００円 支給額 ３００,０００円

◎出産育児一時

金及び葬祭費

＜葬 祭 費＞ ＜葬 祭 費＞ ＜葬 祭 費＞ ＜葬 祭 費＞

支給額 ６０,０００円 支給額 ５０,０００円 支給額 ５０,０００円 支給額 ５０,０００円

◎国民健康保険 一般ドック 一般ドック 一般ドック 一般ドック

保健事業 ・対象者 30歳～75歳の加入者 ・対象者 18歳以上の加入者 ・対象者 18歳以上の加入者 ・対象者 18歳以上の加入者

人間ドック ・助成額 12,000円 ・助成額 5,000円 ・助成額 10,000円 ・助成額 男6,000円、女7,000円（ ）

具 体 的 な 調 整 方 法

◎国民健康保険運営協議会 ・国民健康保険運営協議会については、新市において新たに設置する。

◎出産育児一時金・葬祭費 ・出産育児一時金及び葬祭費については、本荘市、矢島町、岩城町、由利町、東由利町、西目町及び鳥海町の例により合併時に

◎国民健康保険保健事業 統一する。

・保健事業の人間ドック助成については、対象者及び助成額を合併時に統一するよう調整を図る。


